
令 和 ７ 年 度

曽於市水道事業会計

決 算 審 査 意 見 書

曽於市監査委員

－1－



 
曽  監  第 12  号 
令和８年８月 18 日 

 
 
曽於市長　竹田　正博　殿 
 
 

曽於市監査委員　野村　行雄 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　伊地知厚仁 
 
 

曽於市水道事業会計決算審査意見の提出について 
 
　地方公営企業法第 30 条第２項の規定により審査に付された、令和７年度曽於市水道事業

会計決算及び関係書類を審査した結果について、次のとおり意見を提出します。 
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令和７年度曽於市水道事業会計決算審査意見書 

 

第１　審査の概要 

 

１　審査の対象 

　　　令和７年度曽於市水道事業会計決算 

　　　 

２　審査の期間 

令和８年６月 15 日から８月 17 日まで 

 

３　審査の方法 

この決算審査にあたっては、令和８年６月８日付けで市長から提出された決算書類

が、地方公営企業法第３条に規定されている当該事業の経営の公共性、経済性の目的

に従って水道事業の経営成績及び財政状態は適正に表示されているか、さらに予算の

執行が効果的、かつ的確になされているか等に主眼をおき、関係職員の説明を聴取

し、関係帳票、証拠書類との照合をはじめ計数の分析を行いながら実施した。 

また、水道事業施設の管理及び当年度実施事業等については現地調査を実施し、さ

らに貯蔵品については、年度末のたな卸監査により確認した。 

 

第２　審査の結果 

審査に付された曽於市水道事業会計の決算諸表は関係法令に準拠して作成され、そ

の計数は関係諸帳簿とも合致し、かつ当該年度における曽於市水道事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているものと認められる。 

 

 

－4－



１　水道事業の概況 
(1)　業務実績 

当年度末における給水戸数は 14,885 戸で、前年度と比較すると 47 戸の減、給水人

口は 29,639 人で、前年度と比較すると 89 人の減、普及率は 77.6％で、前年度比 0.3

ポイントの減となっている。 

年間総配水量は 3,504,758 ㎥で、前年度と比較すると 26,626 ㎥の減となっている。 

年間有収水量も前年度と比較すると 23,831 ㎥の減となったが、有収水量率は前年

度と増減はなかった。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

(2)　建設改良工事等 

当年度の主な建設工事等は 11 件で、総事業費は 320,045,800 円であった。 
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２　予算の執行状況 

(1)　収益的収入及び支出 

ア　収益的収入 

決算額は 567,392,911 円で、予算額 569,164,000 円に対し、99.7％の収入率とな

っている。 

決算額を前年度と比較すると 16,877,536 円の減となっている。これは営業収益

58,344,060 円が減であったが、営業外収益 41,466,524 円で増となったことによる

ものである。 

 

イ　収益的支出 

決算額は 529,813,004 円で、予算額 565,689,000 円に対する執行率は 93.7％とな

っている。不用額は 35,875,996 円である。 

決算額を前年度と比較すると 40,135,433 円の減となっている。これは営業費用

31,118,645 円、営業外費用 9,588,858 円が減となったことによるものである。 

不用額の主なものは営業費用 27,728,395 円である。 

 

(2)　資本的収入及び支出 

ア　資本的収入 

決算額は 210,843,000 円で、予算額 232,000,000 円に対し、90.9％の収入率とな

っている。決算額を前年度と比較すると、141,843,000 円の増となっている。 
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イ　資本的支出 

決算額は 456,967,993 円で、予算額 675,502,000 円に対する執行率は 67.6％と 

なっている。翌年度繰越額は 207,152,000 円、不用額は 11,382,007 円である。 

決算額を前年度と比較すると 209,664,746 円の増となっている。これは主に、建 

設改良費が 207,185,719 円の増となったことによるものである。 

 

 

　　ウ　資本的収支及び補てん財源 

　　　資本的支出額に不足する額 246,124,993 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 30,224,285 円、過年度分損益勘定留保資金 215,900,708 円（減価償却

費 215,900,708 円）で補てんされている。 

 

３　経営成績 

(1)　総収益 

総収益は営業収益、営業外収益からなり、収益合計は 528,220,631 円で、前年度

と比較すると 11,469,721 円の減となっている。これは、補助金 43,365,100 円、資

本費繰入収益 1,240,000 円などの増、給水収益 52,186,410 円、雑収益 4,476,293 円

などが減となったことによるものである。 

 

 

（2)　総費用 

総費用は営業費用、営業外費用及び特別損失からなり、費用は 520,710,460 円で、

前年度と比較すると 15,688,614 円の減となっている。これは総係費 2,978,467 円、

雑支出 12,693,152 円、過年度損益修正損 562,488 円などが増、配水及び給水費
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29,038,292 円、減価償却費 1,648,699 円、資産減耗費 923,174 円などが減となった

ことによるものである。 

 

 

(3)　純利益 

総収益から総費用を差し引いた純利益は 7,510,171 円で、前年度と比較すると

4,218,893 円の増となっている。 

 
(4)　給水原価等 

直接原価は前年度より 1 ㎥当り 8.60 円の減、間接原価は 1 ㎥当り 4.88 円の増

で、給水原価は 163.37 円となり、給水単価(水道料金)が 125.70 円であることか

ら、1 ㎥当り 37.67 円の赤字となっている。　 

 

－8－



(5)　経営分析 

ア　経営状況 

収支比率の状況を見ると、総収支比率は 101.44％、経常収支比率は 101.55％、 

営業収支比率は 81.48％となっている。 

前年度と比較すると、総収支比率は 0.83 ポイント、経常収支比率は 0.94 ポイ 

ントの増、営業収支比率については 5.82 ポイントと減となっている。 

 

 

イ　施設の利用状況 

施設の利用状況についてみると、施設利用率は 47.46％、負荷率は 72.86％、最 

大稼働率は 65.13％となっている。 

前年度と比較すると、施設利用率は 0.36 ポイント、負荷率 0.31 ポイント、最大

稼働率は 0.22 ポイントとそれぞれ減となっている。 

 

 

４　財政状態 

財政状態を示す貸借対照表は別表１のとおりである。 

(1)　資産 

資産総額は 5,333,701,768 円で、前年度と比較すると 67,449,292 円の増となって 

いる。資産総額のうち、固定資産は 4,280,478,886 円で前年度と比較すると

90,997,846 円の増である。これは構築物 113,020,949 円、建設仮勘定 4,080,000 円

の増となったことが主な要因である。 
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また、流動資産は 1,053,222,882 円で、前年度と比較すると 23,548,554 円の減で

ある。これは現金預金が 88,402,774 円が減となったことが主な要因である。 

 

(2)　負債 

負債総額は 2,032,816,221 円で、前年度と比較すると 59,939,121 円が増となって

いる。 
負債総額のうち、固定負債は 1,651,820,671 円で前年度と比較すると 1,423,956

円の増である。これは企業債が 4,980,425 円の増となったことが主な要因である。 
流動負債は 120,894,275 円で、前年度と比較すると 24,060,953 円の減である。こ

れは企業債 8,999,053 円、未払金 13,271,900 円の減となったことが主な要因であ

る。 

繰延収益は 260,101,275 円で、前年度と比較すると 82,576,118 円の増である。こ

れは長期前受金 90,843,000 円が増になったことによるものである。 

 

(3)　資本 

資本総額は 3,300,885,547 円で、前年度と比較すると 7,510,171 円の増となって

いる。 

資本総額のうち資本金は 2,619,999,404 円で、前年度と同額である。 

剰余金は 680,886,143 円で、前年度と比較すると 7,510,171 円の増である。こ 

れは当年度未処分利益剰余金が増になったことによるものである。 

 

(4)　未収金　 

当年度末未収金は 61,075,850 円で、前年度と比較すると 19,886,260 円の増とな

っている。なお、未収金は５月末日までに 58,454,890 円が収納されており、未収金

額は 2,620,960 円で、前年度と比較すると 74,461,090 円の減となっている。 

当年度末末収金の主なものは、第６期の納期が３月末日であるため、口座振替の

納入者分が３月末日までの収納に間に合わないことが主な要因である。 

 

(5)　企業債 

企業債は 120,000,000 円を新規発行し、年度中に 124,018,628 円を償還してい 

る。当年度末未償還残高は 1,735,083,248 円である。 
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(6)　財務比率 

財務比率についてみると、総資本に対する自己資本の占める割合を示す自己資本

構成比率は 66.76％で、前年度と比較して 0.85 ポイントの増となっている。 
長期資本に対する固定資産の割合を示す固定長期適合率は 82.11％で、前年度と 

比較して 0.30 ポイントの増となっている。 
流動負債に対する流動資産の割合を示す流動比率は 871.19％で、前年度と比較 

して 128.36 ポイントの増となっている。　 

 

 

(7)　現金預金保有額及び内部留保資金 

今年度末の現金預金保有額は 905,647,022 円で、前年度末より 88,402,774 円の減

となっている。内部留保資金は、下の表のとおりとなっている。 
また、今年度使用額は、資本的収支の補てん財源と一致している。 

 

 

(8)　特別損失 

特別損失は過年度損益修正損であり、前年度より 562,488 円の増となっている。 
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　　５　資金の状況 

　現金預金の増減要因を示すキャッシュ・フロー計算書は別表２のとおりである。 

　当年度末のキャッシュ・フローの状況を見ると、業務活動によるキャッシュ・フローは

236,069,019 円、投資活動によるキャッシュ・フローは△320,453,165 円で、財務活動に

よるキャッシュ・フローは△124,018,628 円となっている。 

　この結果、当年度の資金は 88,402,774 円の減で、資金期末残高は 905,647,022 円とな

っている。 

資金期末残高は、決算書貸借対照表における現金預金の額と符合している。 

 
 
 
６　むすび　 

業務実績においては、有収水量は前年度と比較して 23,831 ㎥減少している要因は給水

人口の減少が主な要因であり、今後も節水機器の普及など水需要の減少傾向は続くと思わ

れる。なお、有収水量率は 89.5％で前年度と増減はなかった。 

安全で安心な水道水を安定して供給し続けるために、当年度は配水管布設工事など 11

件の建設工事等を実施している。 

 

資本的収支については 246,124,993 円の財源不足となり、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 30,224,285 円、過年度分損益勘定留保資金 215,900,708 円で補てん

された。 

 

経営状況については、総収益は前年度と比較して 11,469,721 円減少し、528,220,631

円となり、その内給水収益は前年度と比較して 52,186,410 円の減少となった。 

総費用は前年度と比較して 15,688,614 円減少し、520,710,460 円となり、総収益から

総費用の差し引きの結果、7,510,171 円の純利益を確保していることから経営の健全性は

保たれている。 

また、財務比率の状況では自己資本構成比率、固定長期適合率、流動比率を見てもおお

むね健全性は保たれている状況である。 

 

有収水量１㎥当たりの給水原価及び給水単価については、給水原価が 163.37 円、給 

水単価 125.70 円となっており、給水に係る費用を給水収益以外で賄っている状況であ 

るので、今後も経営改善や水道料金の見直しを図っていく必要がある。 

 

水道料金の未収金徴収対策については当年度も徴収努力を行っており、不納欠損処分 

額は前年度と比べ 388,690 円の減となっている。 
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当年度の不納欠損処分額は 170,670 円であり、昨年度からすると減少しているが今後も

受益者負担の公平性の観点からも市民の理解を得ながら未収金対策に万全を期されたい。 

 

水道事業においては、人口減少に伴い給水人口は年々減少しており、節水型社会が浸 

透してきたことから給水収益の減少を余儀なくされてきている。また、老朽化した施設 

の修繕や更新など計画的に進めているが、突発的な自然災害等もあり本市水道事業の経 

営を取り巻く環境は厳しいところである。工事資材や人件費等、建設コストの高騰、納 

期の不透明化など、今後も引き続き影響を及ぼすことが考えられる。健全な事業経営の 

継続と老朽施設や設備の更新に効率的に取り組んでいただきたい。 

 

事業の性格上、自主的な努力により売上を上げることは不可能であり、事業費の多く 

が利用者からの料金収入等によるため、健全な企業経営を維持するには水道料金の見直 

しを検討する時期と思慮する。 

今後も「曽於市水道事業経営戦略」に基づく中長期を見据えた施策を推進し、将来 

にわたって安全で安心であり、また安定的な水の供給を図られたい。 
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